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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
筺体の前面に設けられる可動パネルの両側で一端が前記可動パネルの第１支点部に結合す
る一対の第１揺動アームと、その両第１揺動アームを同調して揺動させるための連結軸と
、前記第１支点部から離間した位置で可動パネルの両側に設けられる第２支点部に一端が
結合する一対の第２揺動アームとを備え、前記第１揺動アームの揺動により可動パネルの
第１支点部が前記連結軸回りに旋回されつつ、前記第２揺動アームの一端が結合する第２
支点部が第１支点部回りに旋回されて可動パネルの開閉動作が行われるようにしたパネル
駆動機構であって、
前記連結軸の一端側には平面部にカム溝を形成するカムギアと、そのカム溝に係合する摺
動ピンを有すると共に一方の第１揺動アームに連接される従動リンクが設けられ、前記カ
ムギアは駆動源からの伝達動力を得て正逆に回転し、そのカムギアの回転により前記従動
リンクが揺動され、その従動リンクの揺動により前記一方の第１揺動アームが前記連結軸
を中心に揺動し、その動力が前記連結軸を通じて他方の第１揺動アームに伝達されること
を特徴とするパネル駆動機構。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はＣＤプレーヤなどのオーディオ装置をはじめとする電気機器の筺体前面に設けら
れる開閉可能な可動パネルに係わり、特にその開閉動作を可及的少ない部品で円滑に行え
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るようにしたパネル駆動機構に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、車載用オーディオ装置などにおいて、ディスクの挿入口や操作スイッチ類を遮蔽す
るべく、その筺体前面に開閉可能なパネルを設けたものが知られる。
【０００３】
その種の装置として、車両に設けられたパネル本体の開口部を開閉する開閉パネルの内側
に車載用電子機器が設けられ、開閉パネルの閉鎖時にパネル本体内に電子機器が収納され
、開閉パネルの開放時にはパネル開口部に電子機器が現れる車両パネルがある（例えば、
特許文献１）。
【０００４】
その具体的態様は、概して開閉パネルの左右両側に板状のリンクを固定し、その両リンク
に揺動中心を成す支持軸を取り付け、一方のリンクにカム・ギアのカム穴又はカム溝に係
合する軸をもつレバーを設け、カム・ギアの回転駆動により左右のリンクが支持軸を中心
に上向きに揺動すると開閉パネルが閉じ、左右のリンクが下向きに揺動すると開閉パネル
が開くというものである。
【０００５】
一方、本体装置の前面に配置された可動ノーズ（可動パネル）と、この可動ノーズの下部
支点に回動自在に連結されたスライド部材と、このスライド部材を装置本体の前後方向に
移動させる駆動手段と、可動アームの上部支点に回動自在に連結されたアームとを備え、
スライド部材が後退位置から前進位置へ移動する過程で、アームとスライド部材が一体的
に前進し、その後アームに対してスライド部材が前進するという前面パネル装置が知られ
る（例えば、特許文献２）。
【０００６】
【特許文献１】
特開２０００－３１８５３９号公報（請求項１、第４～６頁、図１～９）
【特許文献２】
特開２０００－４０８８２号公報（請求項１、第４頁、図１～図７）
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
上記の特許文献１に記載される車両パネルによると、開閉パネルがその裏面両側に固定さ
れるリンクを介してカム・ギアに係合する構成であるからパネルの動作量を大きく設定す
ることが難しく、しかもカム・ギアの回転駆動力が一方のリンクにのみ伝達される構成で
あるから、パネルに対する作用力の偏重によりその開閉動作が円滑に行われなくなる危険
性がある。
【０００８】
一方、特許文献２に記載される前面パネル装置では、スライド部材の往復直線運動を可動
ノーズの回転運動に変換する方式であるから、スライド部材が直線運動するに必要な大き
な動作領域を確保する必要があり、奥行きの小さな機器類には適用できないという欠点が
ある。
【０００９】
本発明は以上のような事情に鑑みて成されたものであり、その目的は筺体前面に設けられ
る開閉可能な可動パネルを可及的少ない部品で円滑に開閉駆動させることができ、しかも
設置に際して場所を取らず、奥行きの小さい小型の電気機器などにも適用することのでき
るパネル駆動機構を提供することにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明は上記目的を達成するため、筺体１の前面１Ａに設けられる可動パネル２の両側で
一端が前記可動パネルの第１支点部２Ａ，２Ａに結合する一対の第１揺動アーム５Ａ，５
Ｂと、その両第１揺動アームを同調して揺動させるための連結軸７と、前記第１支点部２
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Ａ，２Ａから離間した位置で可動パネルの両側に設けられる第２支点部２Ｂ，２Ｂに一端
が結合する一対の第２揺動アーム６Ａ，６Ｂとを備え、前記第１揺動アーム５Ａ，５Ｂの
揺動により可動パネルの第１支点部２Ａが前記連結軸７回りに旋回されつつ、前記第２揺
動アーム６Ａ，６Ｂの一端が結合する第２支点部２Ｂが第１支点部２Ａ回りに旋回されて
可動パネル２の開閉動作が行われるようにしたパネル駆動機構であって、
前記連結軸７の一端側には平面部にカム溝１６Ａを形成するカムギア１６と、そのカム溝
１６Ａに係合する摺動ピン１０Ａを有すると共に一方の第１揺動アーム５Ａに連接される
従動リンク１０が設けられ、前記カムギア１６は駆動源（モータ９）からの伝達動力を得
て正逆に回転し、そのカムギア１６の回転により従動リンク１０が揺動され、その従動リ
ンク１０の揺動により一方の第１揺動アーム５Ａが連結軸７を中心に揺動し、その動力が
連結軸７を通じて他方の第１揺動アーム５Ｂに伝達されることを特徴とする。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の適用例を図面に基づいて詳細に説明する。図１は係るパネル駆動機構をメ
ディア駆動装置に適用した例を示す。図１において、１は装置本体を構成する筺体であり
、その前面１Ａには可動パネル２が開閉可能に設けられる。可動パネル２は、筺体１に内
蔵される制御機器類に特定の制御信号を与える操作盤としての機能をもち、本例において
その表面にはメディアの再生開始釦、選曲頭出釦、及び一時停止釦などの操作スイッチ類
ほか、音量調整用のダイヤルなどが設けられる。尚、可動パネル２で覆われない筺体の前
面には主電源スイッチほか、可動パネルを開閉させるためのスイッチが設けられる。
【００１２】
そして、可動パネル２は筺体の前面１Ａに沿ってその裏側の領域を覆い、スイッチ操作に
よってその開放信号を与えたときには、パネル駆動機構の作動によって可動パネル２が傾
斜状の姿勢に変化しながら前方に迫り出し、これによって筺体の前面１Ａにメディアの挿
入口などが現れるようになっている。
【００１３】
３は筺体内に固定される座板であり、この座板３にはメディアの駆動に必要な制御回路基
板ほか、その前方左右両側にパネル駆動機構を構成する一対の作動ユニット４Ａ，４Ｂが
相対向して取り付けられる。
【００１４】
図２で明らかなように、それら作動ユニット４Ａ，４Ｂは夫れ夫れ相対向する第１揺動ア
ーム５Ａ，５Ｂと、これに近接する第２揺動アーム６Ａ，６Ｂとを備える。このうち、一
対の第１揺動アーム５Ａ，５Ｂは作動ユニットの間に架設される連結軸７の両端に固定さ
れ、連結軸７は座板３に一体として形成されるブラケット８で回転自在に支持される。そ
して、その連結軸７を中心として一対の第１揺動アーム５Ａ，５Ｂが互いに同調して揺動
するようになっている。
【００１５】
又、一方の作動ユニット４Ａは駆動側としてモータ９（駆動源）と、その駆動力を得て揺
動する従動リンク１０を備えると共に、作動ユニット４Ａの内面側にはモータ９の動力を
従動リンク１０に伝達する歯車伝動部が設けられる。そして、その歯車伝動部により揺動
される従動リンク１０が、これに連接する一方の第１揺動アーム５Ａを揺動せしめること
により、連結軸７で結ばれる一対の第１揺動アーム５Ａ，５Ｂが同調して揺動する構成と
してある。
【００１６】
図３において、駆動側の作動ユニットの構成を説明すると、１１は鋼板から形成されるベ
ースプレートであり、その内面側には上記の歯車伝動部１２が設けられる。歯車伝動部１
２は、モータ９の駆動軸に取り付けられるウォーム１３と、二段構造のウォームホイール
１４及び二段ギア１５（減速ギア）、並びに従動リンク１０を揺動させるためのカムギア
１６で構成される。尚、ウォーム１３にはウォームホイールの大径部１４Ａが噛み合い、
その小径部１４Ｂには二段ギア１５（減速ギア）の大径部１５Ａが噛み合い、その小径部
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１５Ｂにはカムギア１６が噛み合っている。
【００１７】
このうち、カムギア１６は平面カムとしてその片側平面部に渦巻状のカム溝１６Ａを形成
し（図４参照）、そのカム溝１６Ａにより従動リンク１０に特定の揺動運動が与えられる
ようになっている。図３において、１７は従動リンクの揺動中心を成す支軸であり、その
支軸１７から離間した位置で従動リンク１０にはカム溝１６Ａに係合する摺動ピン１０Ａ
が設けられる。又、ベースプレート１１には支軸１７を中心とする円弧状のガイド溝１８
が形成される（図５参照）。そして、カム溝１６Ａにはガイド溝１８との交点で従動リン
クの摺動ピン１０Ａが填め込まれ、その摺動ピン１０Ａがカム溝１６Ａによる作用でガイ
ド溝１８内を移動されつつ従動リンク１０の揺動運動が行われる。
【００１８】
一方、ベースプレート１１の外面側には従動リンク１０ほか、第１揺動アーム５Ａと第２
揺動アーム６Ａが設けられる。図３から明らかなように、第１揺動アーム５ＡはＶ字形を
有して下部中央が連結軸７に固定されると共に、その一端はベースプレート１１より前方
に張り出して可動パネル２の側面上部に設けられる第１支点部２Ａに回転自在にして結合
され、他端側は長孔１９を有して従動リンク１０の先端部に連接されている。尚、１０Ｂ
は従動リンクの先端部に設けた押圧ピンであり、その押圧ピン１０Ｂは第１揺動アーム５
Ａの長孔１９に係合している。他方、第２揺動アーム６Ａはその一端がベースプレート１
１に設けた支軸２０により支持されており、他の一端はベースプレート１１より前方に張
り出して可動パネルの第２支点部２Ｂに回転自在にして結合されている。尚、第１支点部
２Ａは可動パネルの両側に一つずつ対向して設けられると共に、第２支点部２Ｂは可動パ
ネルの両側面にあって夫れ夫れ第１支点部２Ａより稍上方に設けられる。又、第２揺動ア
ーム６Ａは、その揺動中心を成す支軸２０側の一端で下方に張り出す突片２１を形成する
。突片２１には摺動ピン２２が設けられると共に、ベースプレート１１には支軸２０を中
心とする円弧状のガイド溝２３が形成され、そのガイド溝２３に摺動ピン２２が係合する
ようになっている。
【００１９】
次に、図６において、支軸１７には捩りバネ２４が装着され、そのバネ２４にて従動リン
ク１０が図６の反時計回り（可動パネルを閉じるときの動作方向）に付勢されていると共
に、第２揺動アーム６Ａの支軸２０にも捩りバネ２５が装着され、そのバネ２５にて第２
揺動アーム６Ａが図６の時計回り（可動パネルを閉じるときの動作方向）に付勢されてい
る。これにより、従動リンク１０と第２揺動リンク６Ａのがたつきが防止されるほか、可
動パネルを閉じる際に、捩りバネ２４，２５が夫れ夫れ従動リンク１０と第２揺動アーム
６Ａに動作力を付加してモータ９にかかる負荷を軽減するようになっている。尚、支軸１
７，２０には従動リンク１０や第２揺動アーム６Ａが脱落せぬようスナップリング２６が
装着される（図２参照）。但し、スナップリング２６は状況に応じて略省可能である。
【００２０】
又、図７で明らかなように、ベースプレート１１の内面側には歯車伝動部１２を介してカ
バープレート２７が取り付けられる。カバープレート２７にはその下部を外側に直角に折
り曲げて成る鍔状の取付部２７Ａが形成され、その取付部２７Ａを以て作動ユニット４Ａ
を図１に示した座板３に固定できるようになっている。又、カバープレート２７には、カ
ムギア１６の回転量を検出するスイッチ２８（ロータリエンコーダ等）が取り付けられ、
その検出信号に基づいてモータ９の駆動制御が行われるようになっている。
【００２１】
そして、以上のような作動ユニット４Ａは、連結軸７にて連結される従動側の作動ユニッ
ト４Ｂと協同して可動パネル２を図３に示す閉鎖状態から図８に示すような開放状態に駆
動せしめることができる。
【００２２】
次に、図９及び図１０により従動側の作動ユニットの構成を説明すれば、従動側の第１揺
動アーム５Ｂは図９に示すよう略直線形であり、その一端は上記の如く連結軸７の一端に
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固定され、上部側の一端は逆側の第１揺動アーム５Ａに対向して可動パネルの第１支点部
２Ａに回転自在にして結合されている。一方、第２揺動アーム６Ｂはその一端がベースプ
レート２９に回転自在に結合され、他の一端は逆側の第２揺動アーム６Ａに対向して可動
パネルの第２支点部２Ｂに回転自在に結合されている。図９において、３０は第２揺動ア
ーム６Ｂの一端を支持するべくベースプレート２９に設けた支軸であり、ベースプレート
２９にはその支軸３０を中心とする円弧状のガイド溝３１が形成されると共に、第２揺動
アーム６Ｂの中間部にはガイド溝３１に係合する摺動ピン３２が設けられる。
【００２３】
又、第２揺動アーム６Ｂの揺動中心を成す支軸３０側でベースプレート２９には捩りバネ
３３が装着され、そのバネ３３にて第２揺動アーム６Ｂが図９の時計回り（可動パネルを
閉じるときの動作方向）に付勢されている。これにより、駆動側の作動ユニットと同じく
第２揺動アーム６Ｂのがたつきが防止されるほか、可動パネル２を閉じる際に、捩りバネ
３３が第２揺動アーム６Ｂに動作力を付加してモータ９にかかる負荷を軽減するようにな
っている。
【００２４】
又、図１０から明らかなように、ベースプレート２９にはその下部を外側に直角に折り曲
げて成る鍔状の取付部２９Ａが形成され、その取付部２９Ａを以て作動ユニット４Ｂを図
１に示した座板３に固定できるようになっている。
【００２５】
ここで、以上のように構成されるパネル駆動機構の作用を説明する。先ず、図３のように
可動パネル２が閉じられている状態において、外部のスイッチ操作によりモータ９を所定
方向に回転駆動させると、その駆動力がウォームホイール１４と二段ギア１５を介してカ
ムギア１６に伝達され、これによってカムギア１６が所定方向（図３の反時計回り）に回
転する。すると、カム溝１６Ａに摺動ピン１０Ａを係合せしめた従動リンク１０が支軸１
７を中心として図３の時計回りに揺動し、これに連接する第１揺動アーム５Ａを逆向きに
揺動させる。このため、連結軸７で結ばれる他方の第１揺動アーム５Ｂも第１揺動アーム
５Ａに同調して連結軸７を中心とする揺動運動を開始する。
【００２６】
而して、第１揺動アーム５Ａ，５Ｂの一端が結合する第１支点部２Ａが連結軸７を中心に
図３の反時計回りに旋回されて可動パネル２の前方への迫り出しが行われる。又、第１支
点部２Ａの旋回運動に連動して第２揺動アーム６Ａ，６Ｂが支軸２０，３０と中心とする
揺動運動を始め、その一端が結合する第２支点部２Ｂを第１支点部２Ａ回りに旋回（図３
の時計回り）させる。これにより、可動パネル２は図８に示すよう後方に傾斜した状態で
開かれ、このとき筺体の前面にメディアの挿入口などが現れるようになる。
【００２７】
一方、可動パネル２を閉じる場合には、スイッチ操作によりモータ９を逆転させればよく
、これによって第１揺動アーム５Ａ，５Ｂなどが上記と逆向きの運動をして可動パネル２
を引き起こすよう作用する。
【００２８】
以上、本発明の好適な一例を図面に基づいて詳しく説明したが、本発明に係るパネル駆動
機構はＣＤ、ＤＶＤ、ＭＤ、又はビデオテープといったメディアを駆動させるメディア駆
動装置に限らず、テレビ受像機やラジオ受信機など種々の電気機器類に適用できる。
【００２９】
【発明の効果】
以上の説明で明らかなように、本発明のパネル駆動機構はカム機構とリンク機構を組み合
わせた構成としていることから、可動パネルの開閉動作を少ない部品で確実に行うことが
でき、しかもラックピニオン方式のように大きな駆動領域を必要としないので装置の小型
化を図れる。
【００３０】
特に、カムギアの回転運動を従動リンクと第１揺動アームを介して可動パネルに伝達する
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ようにしていることから、可動パネルに大きな変位を与えて、これによる開閉面積を大き
く設定することができ、しかも一対の第１揺動アームを連結軸で連結して可動パネルの両
側に開閉駆動力が均等に作用するようにしているので、作用力の偏重による動作不良を惹
起せず、可動パネルの開閉動作が円滑に行われるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係るパネル駆動機構を備えたメディア駆動装置の斜視概略図
【図２】本発明に係るパネル駆動機構の斜視図
【図３】同パネル駆動機構の右側面を示す概略図
【図４】カムギアを示す斜視図
【図５】カムギアが取り付けられるベースプレートを示す斜視図
【図６】本発明に係るパネル駆動機構の右側面図
【図７】同パネル駆動機構の右側平面図
【図８】可動パネルが開かれた状態を示す説明図
【図９】本発明に係るパネル駆動機構の左側面図
【図１０】同パネル駆動機構の左側平面図
【符号の説明】
１　筺体
１Ａ　前面
１Ｂ　遮蔽部
５Ａ，５Ｂ　第１揺動アーム
６Ａ，６Ｂ　第２揺動アーム
７　連結軸
９　モータ（駆動源）
１０　従動リンク
１０Ａ　摺動ピン
１２　歯車伝動部
１６　カムギア
１６Ａ　カム溝
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